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人事行政の運営等の状況の公表について 

 

本市における人事行政の公平性・透明性の確保を目的とした「佐賀市人事行政の運営

等の状況の公表に関する条例」の規定に基づき、令和２年度における佐賀市の人事行政

の運営等の状況をお知らせします。 

 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

 

(1) 職員の競争試験の状況（令和３年３月３１日現在） 

令和２年度は一般事務Ａ（上級）をはじめ、次の採用試験を実施しました。 

職 種 申込者数 
受験者数 

(A) 

最終合格者数

(B) 

競争率

(A)/(B) 

一般事務Ａ 753 人 579 人 28 人 20.7 倍 

土木（上級） 13 人 8 人 3 人 2.7 倍 

機械（上級） 15 人 12 人 5 人 2.4 倍 

電気（上級） 8 人 7 人 2 人 3.5 倍 

化学（上級） 21 人 16 人 2 人 8.0 倍 

保健師 34 人 24 人 2 人 12.0 倍 

保育士 24 人 24 人 4 人 6.0 倍 

一般事務Ｂ 163 人 142 人 4 人 35.5 倍 

機械（初級） 4 人 2 人 1 人 2.0 倍 

一般事務Ｂ（障がい者対象） 23 人 20 人 2 人 10.0 倍 

土木（社会人経験） 2 人 2 人 1 人 2.0 倍 

建築（社会人経験） 3 人 3 人 1 人 3.0 倍 

臨床検査技師（社会人経験） 1 人 1 人 0 人 - 

保育士（任期付） 8 人 7 人 2 人 3.5 倍 

一般事務Ｂ（任期付） 43 人 28 人 10 人 2.8 倍 

公民館主事 29 人 29 人 27 人 1.1 倍 
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(2) 職員の採用、異動、退職等に関する任免の状況 

① 職員の採用の状況(令和２年４月１日) 

平成３１年度に実施した採用試験により、令和２年４月１日付けで職員を採用

しました。 

採用方法 職 種 男性 女性 計 

競争試験 

一般事務Ａ 15人 17人 32 人 

一般事務（社会福祉士） 0人 3人 3 人 

一般事務（心理士） 0人 4人 4 人 

土   木 1人 0人 1 人 

看 護 師 0人 1人 1 人 

作業療法士 1人 0人 1 人 

一般事務Ｂ（初級） 0人 2人 2 人 

一般事務Ｂ（障がい者対象) 1人 0人 1 人 

土木（社会人経験） 1人 0人 1 人 

電気（社会人経験） 2人 0人 2人 

看護師（社会人） 0人 2人 2人 

一般事務Ｂ（任期付） 4人 7人 11人 

計 25人 36人 61人 

 

② 職員の退職の状況(令和２年度) 

事 由 男性 女性 計 

定年退職 32人 8人 40人 

早期退職 8人 3人 11人 

そ の 他 36人 7人 43人 

計 76人 18人 94人 

 ※併任解除等を除く。 

 

③ 職員の異動の状況（令和２年度） 

４月及び１０月の定期異動のほか、必要に応じ職員の異動を実施しました。 

（単位：人） 

 

部長級 副部長級 課長級 副課長級 係長級 その他 計 

男

性 

女

性 

男

性 

女

性 

男

性 

女

性 

男

性 

女

性 

男

性 

女

性 

男

性 

女

性 

男

性 

女

性 

昇 

任 

5 0 8 2 20 4 30 6 10 15   73 27 

そ
の
他 

4 0 5 1 22 2 42 6 101 56 104 55 278 120 

計 9 0 13 3 42 6 72 12 111 71 104 55 351 147 

※その他は昇任を伴わない人事異動 
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(3) 職員数の状況（令和３年４月１日現在） 

 

① 職員数の推移 

  過去５年の職員数の推移は次のとおりです。 

 
※会計年度任用職員（パートタイムを除く）を含みます。 

 

 

② 部門別職員数 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※会計年度任用職員（パートタイムを除く）を含みます。 
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③ 年齢別職員数 

 

※会計年度任用職員（パートタイムを除く）を含みます。 

 

 

２ 職員の人事評価の状況 

職員の人材育成及び公正な人事配置や処遇への反映を目的として、全職員を対象

とする人事評価を年２回実施しています。 

評価の対象者 基準日（９月３０日、３月１日）現在の全職員 

評価者 上位の職の者が評価（前評価、最終評価） 

評価項目 業績評価、態度姿勢評価、能力評価 

 

３ 給与の状況 

 

(1) 人件費（一般会計決算見込） 

年度 
住民基本台帳人口 

（２年度末） 
歳出額 

(A) 

人件費 

(B) 

人件費率 

(B)／(A) 

２年度 230,970 人 130,950,436 千円 15,285,860 千円 11.7％ 

※人件費には、特別職（市長・市議会議員など）に支給される給料・報酬などを含

みます。 

 

(2) 職員給与費（令和３年度一般会計当初予算） 

区分 
職員数 

(A) 

給与費 
１人当たり 

給与費 

(B)／(A) 
給料 職員手当 

期末 

･勤勉手当 

計 

(B) 

会計年度任用職員

以外の職員 
1,540 人 5,961,237 千円 1,080,954 千円 2,390,212 千円 9,432,403 千円 6,124 千円 

会計年度任用職員 66 人 51,579 千円 1,685 千円 5,857 千円 59,121 千円 895 千円 

※パートタイムの会計年度任用職員は含みません。 

※職員手当には、退職手当を含んでおりません。 
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(3) 職員の初任給（令和３年４月１日現在） 

職 種 学歴 初任給 

一般行政職 
大学卒 182,900 円 

高校卒 150,700 円 

技能労務職 高校卒 146,100 円 

 

(4) 職種別職員数、平均給料月額、平均年齢（令和３年４月１日現在） 

職   種 
職員数

(人) 

構成比

(％) 

平均給料 

月額(円) 
平均年齢 

全  職  員 1,797 100.0 329,314 44.7 

 

一 

般 

職 

部 長（理事を含む。） 20 1.1 459,290 58.2 

副部長・支所長（副理事を含む。） 31 1.7 432,606 57.3 

課 長（参事を含む。） 87 4.9 406,659 55.7 

副課長（主幹を含む。） 183  10.2 386,086 52.9 

係 長（主査を含む。） 523 29.1 358,642 47.0 

主 任 219 12.2 273,200 34.1 

主事・技師 230 12.8 212,502 30.5 

保育士・幼稚園教諭 63 3.5 267,290 34.8 

保  健  師 52 2.9 337,263 43.6 

医師・歯科医師 8 0.4 508,875 50.6 

栄養士・薬剤師等 25 1.4 298,808 45.6 

看 護 師 等 50 2.8 320,233 45.8 

技 能 労 務 職 124 6.9 357,857 54.8 

上 下 水 道 局 139 7.7 338,542 45.8 

交 通 局 43 2.4 312,728 52.6 

※※平均給料月額には、各種手当を含んでおりません。 

(5) 一般行政職の平均給料月額、平均年齢（令和３年４月１日現在） 

平均年齢 44.0 歳 

平均給料月額 329,897 円 

 

(6) 会計年度任用職員の平均給料月額、平均年齢（令和３年４月１日現在） 

平均年齢 51.0 歳 

平均給料月額 158,000 円 

  ※パートタイムの職員は含んでおりません。 

 

(7) 期末手当・勤勉手当 

種別 
令和３年度支給割合 １人当たり平均支給年額 

（令和２年度) ６月期 １２月期 計 

期末手当 1.275 月分 1.275 月分 2.55 月分 922 千円 

勤勉手当 0.95 月分 0.95 月分 1.9 月分 670 千円 

※１人当たり平均支給年額は、上下水道局、交通局及び富士大和温泉病院の職員 

を除く職員に支給された平均額 
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(8) 退職手当（令和３年４月１日現在） 

勤 続 期 間 自 己 都 合 早 期・定 年 

勤 続 20 年 

勤 続 25 年 

勤 続 35 年 

最 高 限 度 

19.6695 月分 

28.0395 月分 

39.7575 月分 

47.709 月分 

24.586875 月分 

33.27075 月分 

47.709 月分 

47.709 月分 

その他加算措置  
定年前早期退職の特例措置 

（2～45％加算） 

１ 人 当 た り 

平 均 支 給 額 
7,620 千円 20,145 千円 

※１人当たり平均支給額は、令和２年度に退職した上下水道局、交通局及び富士大

和温泉病院の職員を除く職員に支給された平均額 

 

(9) 特殊勤務手当（令和３年４月１日現在） 

支給職員１人当たり平均支給月額 8,916 円 

職員全体に占める手当支給職員の割合 8.9％ 

手当の種類（手当数） 21 種類 

代表的な手当の名称と内容 

・廃棄物処理作業手当…廃棄物処理作業の業務に従事した場合 

・税務等事務手当………徴収、財産差押に従事した場合 

・保健指導業務手当……結核患者等の家庭を訪問し、保健指導の業務に従事した場合 

など 

※令和３年４月実績分の支給対象職員数により算出 

※上下水道局、交通局及び富士大和温泉病院の職員を除く。 

 

(10) その他手当（令和３年４月１日現在） 

手当名 内   容 
支給職員１人当た

り平均支給月額 

扶養手当 

配偶者、父母等       6,500 円／月 

 ※行政職給料表で職務の級が８級の職員及び

医療職給料表（一）で職務の級が４級の職員

については、3,500 円／月 

子            10,000 円／月 

※16 歳から 22 歳までの子 

１人につき 5,000 円／月を加算 

20,264 円 

住居手当 借家・借間  支給限度額 27,000 円／月 25,734 円 

通勤手当 

6 ヵ月定期券代または通勤距離に応じて支給 

（2km 未満は支給なし） 

・交通機関利用者（電車・バス等） 

支給限度額      55,000 円／月 

・交通用具利用者（自動車・自転車等） 

2,000 円／月～38,400 円／月 

6,041 円 

※令和３年４月の支給対象職員数により算出 

※上下水道局、交通局及び富士大和温泉病院の職員を除く。 
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(11) 特別職の給料（報酬） 

職 種 月 額 期末手当 退職手当 

給 

料 

市 長 
935,100 円 

(1,039,000 円) 
 6 月期 

1.675 月分 

12 月期 

1.675 月分 

 

計 3.35 月分 

給料月額×在職月数×50/100 

副市長 
738,000 円 

(820,000 円) 
給料月額×在職月数×30/100 

報 

酬 

議 長 692,000 円 

 副議長 607,000 円 

議 員 553,000 円 

※厳しい財政状況に鑑み、市長及び副市長の給料月額を 10％減額。 

減額期間：2018.1.1～2021.10.22  （  ）は減額前の給料月額。 

※期末手当についても減額後の給料月額を基に算出 

 

 

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

 

(1) 職員の勤務時間（標準的なもの） 

１週間の勤務時間 開始時間 終了時間 休憩時間 

38時間45分 8:30 17:15 12:00～13:00 

 

 

(2) 年次有給休暇の取得状況（令和２年度） 

年次有給休暇は、１年度につき 20 日付与します。また、付与した 20 日のうち使

用しなかった分を翌年度に限り繰り越すことができます。 

総付与日数 

(A) 

総使用日数 

(B) 

対象職員数 

(C) 

平均取得日数 

(B)/(C) 

取得率 

(B)/(A) 

52,360日 19,209日 1,425人 13.5日 36.7% 

※上下水道局、交通局及び富士大和温泉病院の職員を除く。 

※育児休業等の職員を除く。 

 

 

(3) 時間外勤務及び休日勤務等の状況（令和２年度） 

時間外・休日勤務総時間数 職員１人当たりの時間外勤務平均時間数 

205,931時間 152時間 

※管理職、上下水道局、交通局及び富士大和温泉病院の職員を除く。 
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５ 職員の休業に関する状況（令和２年度） 

 

(1) 育児休業、部分休業及び育児短時間勤務の取得状況 

 育児休業 部分休業 育児短時間勤務 

男性職員 
14 人 0 人 0 人 

2 人 2 人 1 人 

女性職員 
27 人 7 人 0 人 

35 人 18 人 0 人 

計 
41 人 7 人 0 人 

37 人 20 人 1 人 

※上段は令和２年度に新たに取得した者の人数、下段は令和元年度以前から引き続

き取得している者の人数 

 

(2) 自己啓発等休業及び高齢者部分休業の取得状況 

 自己啓発等休業 高齢者部分休業 

男性職員 
0 人 0 人 

0 人 0 人 

女性職員 
0 人 0 人 

0 人 0 人 

計 
0 人 0 人 

0 人 0 人 

※上段は令和２年度に新たに取得した者の人数、下段は令和元年度以前から引き続

き取得している者の人数 

 

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況（令和２年度） 

分限処分とは、心身の病気のために公務が行えない状態になった職員等に対して行

われる処分です。また、懲戒処分とは、職員に公務員としてふさわしくない行為があ

った場合等に行われる処分です。 

分限処分 懲戒処分 

休職 免職 戒告 減給 停職 免職 

48件 0件 1件 0件 1件 0件 

 

 

７ 職員の営利企業等従事許可等に関する服務の状況（令和２年度） 

職員は、任命権者の許可を受けなければ、営利企業等の役員等を兼ねることや自ら

営利企業を営むこと、報酬を得て事業等に従事することはできません。 

従事の内容 件数 

営利企業を営むことを目的とする会社その他の団体の役員等を兼ねる場合 1件 

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 8件 

報酬を得て事業又は事務に従事する場合 152件 
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８ 職員の退職管理の状況（令和２年度） 

 

(1) 定年退職した職員の再就職の状況 

退職者数 
うち再就職者数 

再任用職員 会計年度任用職員 外郭団体等 民間企業等 

40 人 33 人 1 人 2 人 0 人 

※外郭団体等の再就職者数は、地方自治法施行令第１５２条に規定する法人（本市

が出資している法人等）及び本市の事務事業と密接な関連性を有する団体からの

紹介依頼に基づき再就職した者の人数 

 

(2) 令和２年度中に退職した職員の外郭団体等への再就職の状況 

氏名 離職時の職 離職日 再就職日 再就職先の名称 
再就職先に

おける地位 

今井 剛 子育て支援部長 令和3年3月31日 令和3年4月1日 
佐賀市社会福祉 

協議会 
事務局長 

杉町 浩 
総務部副理事兼 

消防防災課長 
令和3年3月31日 令和3年4月1日 佐賀県市長会 事務局次長 

※地方自治法施行令第１５２条に規定する法人（本市が出資している法人等）及び本市

の事務事業と密接な関連性を有する団体からの紹介依頼に基づき再就職した者に限る。 

 

９ 職員の研修の状況（令和２年度） 

採用後年次や職務上の階層毎に行う一般研修、特定分野について重点的・研究的に

行う特別研修及び国等の機関に派遣して行う派遣研修等を実施し、職員の人材育成を

図っています。 

研修の種類 研修の内容 受講者数 

一般研修 
新規採用職員研修、採用後３年次研修、係長級研

修など 
444人 

特別研修 
接遇研修、チューター研修、人権・同和問題研修

など 
1,098人 

派遣研修 
本省、市町村職員中央研修所、佐賀県市町村振興

協会主催研修など 
141人 

自主研修 自主研究グループ活動、通信教育など  61人 

計 1,744人 

 

１０ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

 

(1) 職員の健康診断の状況（令和２年度） 

労働安全衛生法及び労働安全衛生規則に基づき、事業者の責任として、職員の安

全と健康を確保するため下記の健康管理事業を実施しています。 

種 類 受診者 

定期健康診断 910人 

人間ドック 813人 

胃がん検診 119人 

ストレスチェック 1,565人 
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(2) 職員の福利厚生 

地方公務員法第４２条の規定に基づき、職員の保健及び福利厚生の増進を目的とし

て、条例により佐賀市職員厚生会を設置しています。 

○ 佐賀市職員厚生会に対する公費負担額 

 27,976,520 円 （令和２年度決算見込） 

 ※上下水道局、交通局及び富士大和温泉病院の職員を含む。 

【参考】 

佐賀市職員厚生会の主な実施事業（令和２年度） 

・福利厚生専門企業サービスの利用 

・人間ドック受診補助 

 

(3) 職員の勤務条件に関する措置の要求及び不利益処分に関する審査請求の状況 

 

① 勤務条件に関する措置の要求の状況（令和２年度） 

該当なし 

② 不利益処分に関する審査請求の状況（令和２年度） 

該当なし 


